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海 幕 教 第 １ ０ ７ 号 

令和４年３月２５日  

 

各 部 隊 の 長 

各 機 関 の 長 

 

                         海 上 幕 僚 長       

（公印省略）  

 

海上自衛隊英語技能検定について（通達）   

 

標記について、下記のとおり定め、令和４年度から実施する。   

なお、海上自衛隊英語技能検定について（通達）（海幕教第１００７２  

号。２５．１１．２１）は廃止する。  

記  

１  目  的  

隊員の職務の遂行に必要な英語能力を把握するとともに、英語能力に

係る自己研鑽の成果を把握するための資とする。  

 

２  検定対象者及び実施時期の標準  
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対象者  実施時期の標準  

１等海尉一斉昇任年度の前々年度３月に２等海尉た

る一般幹部候補生課程（第１・第２課程）修業者  
１２月の第２木曜日 

一般幹部候補生課程（部内課程）学生、飛行幹部候

補生課程学生  
１２月の第３木曜日 

一般幹部候補生課程（第１・第２課程）学生  １月中旬  

幹部中級各課程学生  
１２月又は３月

の第２木曜日  

殿  



２ 

 

 

３  検定問題  

一般財団法人国際ビジネスコミュニケーション協会  ＴＯＥＩＣ  Ｌ

ｉｓｔｅｎｉｎｇ  ＆  Ｒｅａｄｉｎｇ  ＩＰテスト（以下「ＴＯＥ

ＩＣ」という。）を使用する。  

  

４  等級区分及び到達基準   

（１）等級の区分及び各等級の認定基準を、次のとおりとする。  

等  級  認定基準  

１  級  ＴＯＥＩＣ得点  8 0 0 点以上  

２  級  ＴＯＥＩＣ得点  7 0 0 点以上  

３  級  ＴＯＥＩＣ得点  6 0 0 点以上  

４  級  ＴＯＥＩＣ得点  5 0 0 点以上  

（２）到達基準  

   ４級以上とする。  

  

５  実施要領  

実施要領は次のとおり。  

なお、選抜試験受験者に対する検定の実施については、海上自衛隊幹

部学校指揮幕僚課程及び幹部専攻科課程学生選抜規則（平成１２年海上

自衛隊達第２６号）による。  

（１）検定総括責任者  

ア  検定総括責任者を海上幕僚監部人事教育部教育課長とする。  

イ  検定総括責任者は、次の業務を実施する。  

（ア）検定問題の調達要求  

（イ）等級の認定  

（ウ）受検者の所属する部隊等の長への成績（得点、等級）の通知  

（エ）検定結果の分析、評価  

海上自衛隊幹部学校指揮幕僚課程学生  ２月の第３木曜日 

幹部専攻科課程学生  ３月の第２木曜日 

海上自衛隊幹部学校指揮幕僚課程及び幹部専攻科課

程学生選抜試験（以下「選抜試験」という。）受験者  
選抜試験受験時   



３ 

（２）検定責任者及び検定実施単位  

ア  検定実施単位を別紙のとおりとし、検定実施単位ごとに検定責任

者を置く。  

イ  検定責任者は、次の業務を実施する。  

（ア）受検者名簿の送付等の検定事務  

（イ）検定時間及び場所の設定  

（ウ）検定の実施及び監督  

ウ  検定責任者は、検定実施単位内に所在する部隊等が修理業務等の

ため検定実施単位外に移動した場合、最寄りの検定責任者に検定を

依頼することができる。  

エ  検定責任者は、検定実施単位を複数の地区に区分して検定を実施

することが適当と認める場合、地区ごとに副検定責任者を指定し、

当該地区における検定に係る所掌業務の一部又は全部を委任するこ

とができる。  

  

６  標準外の処置  

検定対象者が所属する部隊等の長が、やむを得ない理由により、受検

させることが困難と認めた者については、次により処置する。  

（１）当該年度の受検の追求  

「３月の第２木曜日」の検定対象者で受検が困難な者のうち、「１

２月の第２木曜日」の受検が可能な者については、第２項に示す「実

施時期の標準」に関わらず、１２月の第２木曜日に受検させる。  

（２）未受検者の処置  

当該年度の受検が困難な者は、第２項に示す「実施時期の標準」に

従い、次年度に受検させる。  

  

７  記  録  

勤務記録表の記載要領等について（通達）（海幕補第１３６６号。令

和元年１２月２４日）の規定により、勤務記録表に記録する。  

   

８  その他  

この通達に定めるもののほか、検定業務の細部については、人事教育

部長から別途通知させる。  

 

添付書類：別  紙  



４ 」  

別  紙  

検定責任者及び検定実施単位  

 

検定責任者  検定実施単位  

業務隊司令  市ヶ谷、用賀、十条地区所在部隊等  

幹部学校長  目黒  

横総監  
横須賀、船越、田浦、久里浜、武山、父島地区所

在部隊等  

総教空群司令  下総、木更津地区所在部隊等  

４空群司令  厚木、硫黄島、南鳥島地区所在部隊  

２１空群司令  館山地区所在部隊  

３１空群司令  岩国地区所在部隊  

呉総監  呉、吉浦、佐伯地区所在部隊  

１術校長  江田島地区所在部隊等（候校を除く。）  

候校長  候校  

阪基司令  阪神、由良、紀伊地区所在部隊  

徳教空群司令  徳島、小松島地区所在部隊  

月教空群司令  小月、下関地区所在部隊  

佐総監  佐世保、崎辺、対馬、壱岐地区所在部隊等  

２２空群司令  大村地区所在部隊  

１空群司令  鹿屋、奄美地区所在部隊  

５空群司令  那覇、勝連地区所在部隊  

舞総監  舞鶴、松ヶ崎、新潟地区所在部隊等  

大総監  大湊、下北、竜飛地区所在部隊  

函基司令  函館、余市、松前、稚内地区所在部隊  

２空群司令  八戸地区所在部隊  

 


